
◎刑法等の一部を改正する法律 
（平成一六年一二月八日法律第一五六号）   

一、提案理由（平成一六年一一月九日・衆議院法務委員会） 

○南野国務大臣 刑法等の一部を改正する法律案。 

 刑法等の一部を改正する法律案につきまして、その趣旨を御説明いたします。 

 近年、我が国の治安水準や国民の体感治安が悪化しているとの指摘がなされています

が、その大きな要因の一つとして、人の身体に攻撃を加え、その生命や身体等の重要な

個人的法益に重大な危害を及ぼす凶悪犯罪その他の重大犯罪の増加傾向が続いているこ

とが挙げられます。 

 こうした中で、平成十五年十二月、犯罪対策閣僚会議において、犯罪に強い社会の実

現のための行動計画が取りまとめられ、当面取り組むべき重点課題の一つとして挙げら

れました治安回復のための基盤整備の項目の中で凶悪犯罪等に関する罰則を整備するこ

とが求められましたが、特に凶悪犯罪等については、刑法や刑事訴訟法に定められてい

る有期刑や公訴時効の期間のあり方等が現在の国民の正義観念に合致しているのかとい

う問題が、かねてから指摘されていたところでもあります。 

 そこで、凶悪犯罪を中心とする重大犯罪に対し、最近の犯罪情勢及び国民の規範意識

の動向等を踏まえた上で、事案の実態及び軽重に即した適正な対処が可能になるよう、

刑法及び刑事訴訟法等を改正し、所要の法整備を行おうとするものです。 

 この法律案の要点を申し上げます。 

 第一は、刑法を改正して、有期の懲役及び禁錮を一月以上二十年以下とするとともに、

有期の懲役及び禁錮を加重する場合においては、三十年にまで上げることができるもの

としています。 

 第二は、刑法等に規定された個々の凶悪犯罪等、すなわち、強制わいせつ、強姦、強

姦致死傷、殺人、傷害、傷害致死及び強盗致傷等の各罪の法定刑の上限または下限を見

直すとともに、二人以上の者が現場において共同して強姦または準強姦の罪を犯した場

合等について、新たな処罰規定を設けるものです。 

 第三は、刑事訴訟法を改正して、凶悪犯罪等についての公訴時効の期間を延長するも

のであり、死刑に当たる罪については二十五年、無期の懲役または禁錮に当たる罪につ

いては十五年、長期十五年以上の懲役または禁錮に当たる罪については十年とするもの

です。 

 その他所要の規定の整備を行おうとしております。 

 以上が、この法律案の趣旨であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願い申し上げます。 

二、衆議院法務委員長報告（平成一六年一一月一八日） 

○塩崎恭久君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 



 本案は、近年における凶悪重大犯罪の実情等にかんがみ、この種の犯罪に対処するた

め、刑事の実体法及び手続法について、所要の法整備を行おうとするものであります。 

 本案は、十一月二日本会議で趣旨説明及び質疑が行われ、九日委員会で南野法務大臣

から提案理由の説明を聴取し、質疑に入り、十日参考人の意見を聴取し、十六日質疑を

終局し、採決の結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年一一月一六日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 治安を早期に回復するため、治安対策要員の増員、施設の拡充、法制の整備など、

多角的観点からの基盤整備について、積極的に努めること。 

二 強盗等の罰則については、近年の犯罪情勢等を踏まえ、財産犯の一部の罪に罰金刑

を選択刑として新設するなど、他の財産犯に係る罰則の在り方も含め、さらに検討に

努めること。 

三 有期刑の法定刑及び処断刑の上限が引き上げられたことにかんがみ、長期受刑者の

処遇については、社会復帰を円滑に進め、仮にも否定的な影響を与えることのないよ

う、十分に配慮すること。 

四 性的自由の侵害に係る罰則の在り方については、強盗罪等の法定刑の適正化を図り

つつ、それらとの権衡を考慮し、さらに検討に努めること。 

三、参議院法務委員長報告（平成一六年一二月一日） 

○渡辺孝男君 ただいま議題となりました刑法等の一部を改正する法律案につきまして、

法務委員会における審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、凶悪犯罪を中心とする重大犯罪が増加しているなど最近の犯罪情勢等に

かんがみ、これらの犯罪に適正に対処するため刑罰の整備等を行うもので、主な内容は、

第一に、有期刑の上限を引き上げ、第二に、強制わいせつ、強姦、殺人、傷害等の犯罪

に係る法定刑の上限又は下限の見直し等を行い、第三に、公訴時効期間を延長する措置

を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、改正案提出の背景である犯罪動向の評価、強制わいせつ、強

姦等の性犯罪の法定刑の妥当性、法定刑引上げの犯罪抑止効果、公訴時効期間延長の理

由、刑務所の過剰収容の実態と法定刑引上げによる影響等について質疑が行われ、また、

参考人から意見を聴取いたしましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党の仁比委員より本法律案に反対

する旨の意見が述べられました。 

 続いて、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 



 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年一一月三○日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 犯罪を抑止し、国民の不安を解消するため、捜査体制の充実・強化、捜査関係機関

の連携強化等治安対策の一層の推進に努めるとともに、刑罰体系の在り方等について

多角的観点から積極的に検討すること。 

二 有期刑の法定刑及び処断刑の上限が引き上げられることにかんがみ、深刻化してい

る行刑施設の過剰収容状況を早期に解消し、適正な収容を確保するため、行刑施設職

員の増員や施設の拡充を推進するとともに、長期受刑者については、円滑な社会復帰

が妨げられることのないよう、更生を促すための教育の充実・強化等処遇に十分配慮

すること。 

三 強盗等の盗犯に係る罰則については、近年の犯罪情勢等を踏まえ、財産犯全体の罰

則の在り方を視野に入れつつ、罰金刑を選択刑として導入するなども含めて、さらに

検討すること。 

四 性的自由の侵害に係る罰則の在り方については、被害の重大性等にかんがみ、さら

に検討すること。 

五 公訴時効期間が延長されることにより、迅速な捜査処理に支障を来すことがないよ

うにするとともに、その趣旨を踏まえ、捜査技術の開発向上等に一層努めること。 

  右決議する。 


